
(単位：百万円）

金 額 金 額

8,455 22,223

8,455 1,301

5,000 20,921

17,895 286

17,895 3,880

620 5

254 977

366 2,499

5,711 12

5,301 277

23 107

386 0

320 302

11,670 12

8,308 26,704

2,658

20 40,000

280 40,000

0 40,000

401 △ 55,544

1,260 △ 55,544

△0 △ 55,544

24,455

△ 225

△ 225

24,230

50,934 50,934

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

貸 倒 引 当 金

株 主 資 本 合 計

純 資 産 の 部 合 計

預 託 金

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

仮 払 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 の 資 産

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

負 債 の 部 合 計

未 収 収 益

（ 純 資 産 の 部 ）

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

資 本 金

未 収 金

再 保 険 貸

そ の 他 資 産

前 払 費 用

賞 与 引 当 金

無 形 固 定 資 産

価 格 変 動 準 備 金

ソ フ ト ウ ェ ア

預 り 金

リ ー ス 資 産

リ ー ス 債 務

仮 受 金

資 産 除 去 債 務

有 形 固 定 資 産

そ の 他 負 債

リ ー ス 資 産

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

未 払 金

未 払 費 用

預 貯 金 支 払 備 金

有 価 証 券

責 任 準 備 金

国 債

再 保 険 借

買 入 金 銭 債 権

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

２０２２年度　（２０２３年３月３１日現在）　貸借対照表

科 目 科 目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

－1－
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

1.  会計方針に関する事項 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

  有価証券、預貯金・買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号）に基づき有価証券として取扱うものは、 

次のとおり評価しております。 

①「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第 21 号）に基づき、全ての保険契約群を単一の小区分として、当該保険負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有

する債券について責任準備金対応債券に区分し、移動平均法に基づく償却原価法（定額法）によっております。 

②その他有価証券については、期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）によっております。なお、その他有

価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 (2) 有形固定資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

なお、その他の有形固定資産のうち取得価額が 10万円以上 20万円未満のものについては、3年間で均等償却を行っております。 

②リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間に基づく定額法によっております。 

 (3) 無形固定資産の減価償却の方法 

  ①無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェアについては、利用可能期間（5年）に基づき償却しております。 

②リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間に基づく定額法によっております。 

 (4) 外貨建資産等の本邦通貨への換算基準 

  外貨建資産・負債の本邦通貨への換算は、「外貨建取引等会計処理基準」（企業会計審議会）に基づき行っております。 

 (5) 貸倒引当金の計上方法 

  貸倒引当金は、当社の定める「資産査定基準」及び「償却・引当等基準」に則り、個別債権ごとの査定結果による回収の危険性または価値

の毀損の危険性の度合に従って必要と認められる額を計上しております。 

なお、全ての債権は、「資産査定基準」に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した監査部署が査定結果を監査して

おります。 

 (6) 賞与引当金の計上方法 

  従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 (7) 価格変動準備金の計上方法 

  価格変動準備金は、保険業法第 115条の規定により算出した額を計上しております。 

 (8) 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延

消費税等については前払費用に計上し 5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては発生した期に費用処理しております。 

 (9) 責任準備金の積立方法 

  責任準備金は、保険契約に基づく将来における債務の履行に備えるため、保険業法第 116条及び保険業法施行規則第 69条第１項に基

づき、保険料及び責任準備金の算出方法書（保険業法第 4条第 2項第 4号）に記載した方法に従って計算した額を積み立てております。

なお、責任準備金のうち保険料積立金については、金融庁長官が定める方式（平成 8年大蔵省告示第 48号）により計算しております。 
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 (10) 既発生未報告支払備金の特別な積立方法 

  保険業法施行規則第 72 条に規定する既発生未報告支払備金（未だ支払事由の発生の報告を受けていないものの支払事由が既に発生

したと認められる保険金等をいう）については、新型コロナウイルス感染症と診断され、宿泊施設または自宅にて医師等の管理下で療養を

した場合（以下「みなし入院」という）の入院給付金等の支払対象を当期中に変更したことにより、平成 10 年大蔵省告示第 234 号（以下

「IBNR 告示」という）第 1 条第 1 項本則に基づく計算では適切な水準の額を算出することができないことから、IBNR 告示第 1 条第 1 項た

だし書の規定に基づき、以下の方法により算出した額を計上しております。 

（計算方法） 

みなし入院に係る既発生未報告支払備金とみなし入院以外に係る既発生未報告支払備金に区分して計算しております。 

みなし入院以外に係る既発生未報告支払備金については、IBNR告示第 1 条 1 項本則に掲げる全ての期間の既発生未報告支払備金積

立所要額及び保険金等の支払額から、みなし入院に係る額を除外した上で、IBNR告示第 1条第 1項本則と同様の方法により算出してお

ります。 

みなし入院に係る既発生未報告支払備金については、2022 年 9 月 26 日から期末日までに支払った重症化リスクの高い方へのみなし入

院に係る額を同期間の新規感染者数で除し、期末日前の一定期間（支払事由の発生から請求までに要する平均的な期間）における新規

感染者数を乗じて算出しております。 

   

2. (1) 金融商品の状況に関する事項 

  当社の資産運用は、生命保険契約の負債特性を踏まえて、公社債等の運用により金利リスクを適切にコントロールしながら安定的な収益

の確保を図っております。 

公社債等の有価証券については、主に市場リスク、信用リスクに晒されております。市場リスクとは、金利等の様々な市場の変動により、資

産の価値が変動し、損失を被るリスク、信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少ないし消失し、損失を

被るリスクです。これらのリスクに対して、資産運用リスク管理方針を取締役会で策定するとともに、当方針に沿ったリスク管理諸規程を定

め、投資執行組織から独立したリスク管理組織が、資産運用にかかるリスク量を客観的な数値で把握・モニタリングし、経営会議の諮問機

関であるリスク管理委員会に定期的に報告しております。 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

  主な金融商品に係る貸借対照表価額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

なお、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する金融商品については、注記を省略しております。 

 

 貸借対照表価額 時価 差額 

買入金銭債権 

その他有価証券 

5,000 

5,000 

5,000 

5,000 

－ 

－ 

有価証券 

責任準備金対応債券 

その他有価証券 

17,895 

9,873 

8,022 

17,364 

9,341 

8,022 

△531 

△531 

－ 
 

(単位：百万円) 
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 (3) 保有目的ごとの有価証券等に関する事項 

①責任準備金対応債券 

種類ごとの貸借対照表価額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

 

 種類 貸借対照表価額 時価 差額 

時価が貸借対照表価額を 

超えるもの 
国債 2,232 2,294 62 

時価が貸借対照表価額を 

超えないもの 
国債 7,640 7,046 △593 

合計 9,873 9,341 △531 
 

  ②その他有価証券 

種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表価額及びこれらの差額については、次のとおりです。 

 

 
種類 

取得原価又は 

償却原価 
貸借対照表価額 差額 

貸借対照表価額が 

取得原価又は償却原価を 

超えるもの 

国債 1,992 2,029 36 

貸借対照表価額が 

取得原価又は償却原価を 

超えないもの 

買入金銭債権 5,000 5,000 － 

国債 6,332 5,993 △339 

小計 11,332 10,993 △339 

合計 13,325 13,022 △303 
 

 (4) 満期がある有価証券の償還予定額 

   

 1年以内 
1年超 

5年以内 

5年超 

10年以内 
10年超 

買入金銭債権 

 その他有価証券 

5,000 

5,000 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

有価証券 

 責任準備金対応債券 

 その他有価証券 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

18,420 

9,900 

8,520 
 

  

(単位：百万円) 
 

(単位：百万円) 
 

(単位：百万円) 
 



 

 －5－  

 

 (5) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

  金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3つのレベルに分類しております。 

レベル 1の時価：同一の資産または負債の活発な市場における無調整の相場価格により算定した時価 

レベル 2の時価：レベル 1 のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 

レベル 3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算

定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

  ①時価をもって貸借対照表価額とする金融商品 

 

 レベル1 レベル 2 レベル 3 合計 

買入金銭債権 

その他有価証券 

－ 

－ 

5,000 

5,000 

－ 

－ 

5,000 

5,000 

有価証券 

その他有価証券 

国債 

8,022 

8,022 

8,022 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

8,022 

8,022 

8,022 
 

  ②時価をもって貸借対照表価額としない金融商品 

 

 レベル1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券 

責任準備金対応債券 

国債 

9,341 

9,341 

9,341 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

9,341 

9,341 

9,341 
 

 (6) 主な金融商品の時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明 

  ①買入金銭債権 

取得日から償還日までの期間が短期間であり、時価が帳簿価額に近似することから、帳簿価額をもって時価としており、レベル 2 に分類

しております。 

②有価証券 

国債の時価は活発な市場における無調整の相場価格を利用しており、レベル 1に分類しております。 

   

3.  有形固定資産の減価償却累計額は、410百万円であります。 

   

4.  関係会社に対する金銭債権の総額は、6,123百万円、金銭債務の総額は、466百万円であります。 

   

5.  退職給付に関する事項は、次のとおりです。 

 (1) 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けております。 

 (2) 当社の確定拠出制度への要拠出額は、25百万円です。 

   

  

(単位：百万円) 
 

(単位：百万円) 
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6.  税効果会計に関する事項は、次のとおりです。 

 (1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  （繰延税金資産）   

    税務上の繰越欠損金       2,114百万円 

    保険契約準備金         927 百万円  

  その他有価証券評価差額金 84百万円 

    その他税務上損金算入否認額          433 百万円  

  繰延税金資産小計       3,560 百万円 
 

      税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額     △2,114百万円  

    将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △163百万円  

  評価性引当額小計      △2,277百万円   

  繰延税金資産合計         1,282 百万円  

（繰延税金負債）   

    資産除去債務対応資産       22百万円 

  繰延税金負債合計       22百万円 

  繰延税金資産の純額        1,260百万円 
 

 (2) 税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

 

 

 

 

 

 
1年以内 

1年超 

5年以内 
5年超 合計 

税務上の繰越欠損金(＊) － － 2,114 2,114 

評価性引当額 － － △2,114 △2,114 

繰延税金資産 － － － － 

  (＊)税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

   

  当期における税効果会計の法定実効税率は、回収又は支払が見込まれる 2023 年 4 月 1 日以降の期間にかかるものとして、28.0%を適用

しております。 

なお、当社は、当期より日本生命保険相互会社を通算親会社として、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴

い、法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示は、「グループ通算制度を適用する場

合の会計処理及び開示に関する取扱い」(企業会計基準委員会実施対応報告第 42号 2021年 8月 12日)に従っております。 

   

7.  保険業法施行規則第 71条第 1項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という）の金額は、 

99百万円であります。 

   

8.  1株当たり純資産額は、302,877円 17銭であります。 

   

(単位：百万円) 
 



（単位：百万円)

22,344

22,238

20,663

1,575

106

106

0

102

3

47,928

7,763

465

3

6,297

34

962

10,009

529

9,480

67

0

66

0

25,025

5,062

2,598

2,460

3

25,583

53

48

4

25,637

△ 6,110

△ 425

△ 6,536

19,100

年 金

科　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額

経         常         収         益

保 険 料 等 収 入

保 険 料

預 貯 金 利 息

保 険 金

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金

そ の 他 利 息 配 当 金

経         常         費         用

保 険 金 等 支 払 金

当 期 純 損 失

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

経　　　　 常         損         失

特         別         損         失

固 定 資 産 等 処 分 損

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

減 価 償 却 費

給 付 金

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

税 金

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

有 価 証 券 売 却 損

－7－



 

 －8－  

 

注記事項 
（損益計算書関係） 

1.  保険料等収入、保険金等支払金の計上方法は次のとおりです。 

 (1) 保険料等収入の計上方法 

  保険料等収入（再保険収入を除く）は、保険業法施行規則第 69条第 3項に基づき収入した額を計上しております。 

なお、保険業法第 116 条及び保険業法施行規則第 69 条第 1 項第 2 号に基づき、当該収入保険料のうち、期末時において保険契約

の定めにより未だ経過していない期間に対応する責任に相当する額として計算した額を責任準備金に積み立てております。 

 (2) 保険金等支払金の計上方法 

  保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約款に基づいて算定された金額を支払った契約に

ついて、当該金額により計上しております。 

なお、保険業法第 117条及び保険業法施行規則第 72条に基づき、期末時において支払義務が発生したもの、未だ支払事由の発生の

報告を受けていないものの支払事由が既に発生したと認められるものとして計算した額を支払備金に積み立てております。 

   

2.  関係会社との取引による費用の総額は、431百万円であります。 

なお、上記の他にグループ通算制度の適用による通算税効果額の受取予定額 6,119百万円を計上しております。 

   

3.  有価証券売却損の内訳は、株式等 66百万円であります。 

   

4.  責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は、34百万円であります。 

   

5.  1株当たり当期純損失は 238,759円 39銭であります。 

   

6.  関連当事者との取引は、以下のとおりです。 

 (1) 

 

親会社及び法人主要株主等 

 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

(被所有)の割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 当期末残高 

親会社 日本生命保険

相互会社 

被所有 

直接 100% 

役員・出向者

の受入 
グループ通
算制度の通

算親会社 等 

グループ通

算制度の適
用による通算
税効果額の

受取予定額 

6,119 未収金 6,119 

 (2) 

 

兄弟会社等 

(注 1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。 

(注 2) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

(被所有)の割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 

(注 1) 

取引金額 

(注 2) 
科目 当期末残高 

親会社の

子会社 

ニッセイ情報テ

クノロジー株式
会社 

なし シ ス テ ム 開

発・運用・保
守の業務委
託契約 等 

システム開

発委託・運
用・保守料
等の支払 

2,044 

前払費用 56 

未払金 17 

未払費用 316 

   

 

(単位：百万円) 
 

(単位：百万円) 
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